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᪋し、その研究㛤発ᡂ果をඹ同で出㢪する活動が重要であると᥎察された。さらにその研究㛤発ᡂ果を、

✚ᴟ的にᗈ報する活動が重要と᥎察された。 

 

㸴㸬参考文献 

1)⚟川ಙஓ「ᆅ域イノ࣋ーࣙࢩンࢩステ࣒における公タヨ験研究機関の఩⨨づけとᡓ␎」『中ᑠ௻業⥲

合研究』➨ 7ྕ, 2007年 7᭶, 20-34㡫. 

2)すᑿዲྖ「工業系公タヨ験研究機関の現状に関する一考察」『ᐩኈ通⥲研(FRI)⤒῭研究ᡤ研究レ࣏ー

ト』No.328, October 2008, 1-25㡫. 

3)Shapira, P., "Modernizing Small Manufacturers in Japan : the Role of Local Public Technology 

Centers", Journal of Technology Transfer, Winter, 1992, pp.40-57. 
4)中ᑠ௻業庁「公タヨ⤒Ⴀの基本ᡓ␎」2005. 

5)山本ㄔྖ「新しい「公タヨ」ീ̿ᆅ域における科学ᢏ⾡᣺⯆、イノ࣋ーࣙࢩン᣺⯆の᰾として̿」『自

἞యチャンネル』ᖹᡂ 18年 12᭶ྕ, 20-23㡫. 

 

 

 

 

２㹁３㸯 

බ設ヨのᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人化䛻㛵䛩䜛୍⪃ᐹ 

 

 （ᯘ ⪷子㸦㈈ᅋ法ே日本❧ᆅセンター）㸪田辺Ꮥ二㸦ᮾி工業大学大学㝔ۑ

 

㸯㸬࡟ࡵࡌࡣ 

 公タヨ験研究機関㸦௨ୗ「公タヨ」とグす）は、明἞時代にすḢの科学ᢏ⾡を大学がᑟධして、

ᅜ❧研究機関がそれらを㛤発し、さらに、ᆅ域で㛤発された科学ᢏ⾡をᗈく展㛤・ᬑཬするために

㒔㐨ᗓ┴❧等によりタ❧され 1、現ᅾまで⥅続している。ᚑ来、公タヨはᆅ域の⏘業⏺のࢽーࢬよ

りも、その時代のᆅ方公ඹᅋయの⏘業ᨻ策やᆅ域科学ᢏ⾡ᨻ策等の影響、さらにはᅜのᆅ域⏘業ᨻ

策、科学ᢏ⾡ᨻ策等に対ᛂし、⤌⧊ᨵ⦅等をしながら、ồめられる役๭を果たし 2てきた。工業系

ではᢏ⾡相ㄯやᢏ⾡指ᑟ等にຍえ、1980 年代にはテクノ࣏リス構᝿によりᆅ域で高ᗘᢏ⾡に❧⬮し

た⏘業᣺⯆がᅗられることになり、公タヨにồめられる役๭が㏣ຍ増ᙉされるとともに、⤌⧊෌⦅

が㐍ࢇだ。このように、公タヨはᨻ策的にồめられる役๭や機能を担いながら、グローバル化や新

⯆ᅜᕷ場のྎ㢌等、⏘学ᐁ連ᦠがᬑཬする等の大きなኚ化の中で、⤒Ⴀ資源に㝈りのある〇造業系

のᆅ域に❧ᆅする中ᑠ௻業㸦௨ୗ「ᆅ域中ᑠ௻業」とグす）࡬のᢏ⾡相ㄯ、ᢏ⾡指ᑟ、౫㢗ヨ験分

析、ඹ同研究等を⥅続的にᐇ᪋し 3、ᆅ域中ᑠ௻業のイノ࣋ーࣙࢩン๰出࡬ᐤ与してきた 4。なお、

本✏では、イノ࣋ーࣙࢩンを新たな価್を๰造することとする 5。 

2000 年 12 ᭶ᨻᗓの行ᨻᨵ㠉大⥘にึめてᆅ方⊂❧行ᨻ法ேのྡ๓がⓏ場し、2003 年ᆅ方⊂❧行

ᨻ法ே法㸦௨ୗ「ᆅ⊂法」とグす）がไ定された。公タヨではこの๓ᚋ、ᆅ方⊂❧行ᨻ法ே化㸦௨

ୗ「ᆅ⊂化」とグす）࡬の᳨ウが始まり、2006 年には 2 つの公タヨがᆅ⊂化した。日本❧ᆅセンタ

ーが 2005 年 12 ᭶から⩣年㸯᭶に公タヨ࡬行なったアンケート調査では、2 機関がᆅ⊂化し、8 機関

がいずれᆅ⊂化する、18 機関はᆅ⊂化しない、76 機関が᳨ウ中、最多の 113 機関が未定㸦42.2%）

とᅇ⟅した。2012 年 4 ᭶ 1 日現ᅾ、⥲務┬によれࡤ 104 機関がᆅ⊂化し、内ヂは大学が 59、公Ⴀ௻

業が 35、ヨ験研究機関㸦公タヨ）が 9、社会⚟♴が 1 である 6。 

 公タヨは㏆年ᆅ方公ඹᅋయの㈈ᨻ状ἣの䭤㏕から、ண⟬やேဨ๐減ഴ向にあり、฼用者のࢽーࢬ

に対ᛂ可能な最新の分析機ჾ等のᑟධがཝしく、一方で研究ဨにồめられる役๭は増ຍしており、

⤌⧊㐠Ⴀは㞴しい状ἣにあるため、ᡴ㛤策の一つとしてᆅ⊂化があるのではないかと考えられる。

本研究では公タヨのᆅ⊂化に╔目し、ᆅ⊂化の現状と課題から࣓リットやデ࣓リット等を᳨ウし、

公タヨの⤌⧊㐠Ⴀの一つとしてのᆅ⊂化について考察することを目的とする。なお、本研究は主に

工業系公タヨを対象とする。 

 

２㸬ᆅ⊂໬࡚࠸ࡘ࡟ 

 ᆅ⊂法に基づき、公タヨのᆅ⊂化に大きくಀࢃるⅬをᩚ理する。 

㸦㸯㸧ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲேࡢタ❧ࣉ࢖ࢱ࡜ཬࡧ㌟ศ 

 ᆅ方⊂❧行ᨻ法ே㸦௨ୗ法ᚊで用いられる௨外は「法ே」とグす）のタ❧は、ᆅ⊂法➨ 7 ᮲で「ᆅ

方公ඹᅋయは、ᆅ方⊂❧行ᨻ法ேをタ❧しようとするときは、その㆟会の㆟Ỵを⤒て定Ḱを定め、
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㒔㐨ᗓ┴㸦㒔㐨ᗓ┴のຍධする一部事務⤌合ཪはᗈ域連合をྵࡴ。௨ୗこの᮲において同じ。）ཪは

㒔㐨ᗓ┴ཬࡧ㒔㐨ᗓ┴௨外のᆅ方公ඹᅋయがタ❧しようとする場合にあっては⥲務大⮧、その他の

場合にあっては㒔㐨ᗓ┴知事の認可を受けなけれࡤならない。」と定められている。 

法ேのタイプཬࡧ㌟分については、特定ᆅ方⊂❧行ᨻ法ேの役ဨཬࡧ職ဨは、ᆅ方公務ဨとする

とあり、役ဨཬࡧ職ဨはᆅ方公務ဨの㌟分が与えられる㸦➨ 47 ᮲）。一方、特定ᆅ方⊂❧行ᨻ法ே

௨外のᆅ方⊂❧行ᨻ法ேを一⯡ᆅ方⊂❧行ᨻ法ேという㸦➨ 55 ᮲）とあり、特定ᆅ方⊂❧行ᨻ法ே

㸦公務ဨᆺ）か一⯡ᆅ方⊂❧行ᨻ法ே㸦㠀公務ဨᆺ）かについては、㆟会の㆟Ỵを⤒て定められた

ྛ法ேの定Ḱにつ定される。 

㸦２㸧ἲேࡢᴗົ㐠Ⴀ 

 業務の公ඹ性、㏱明性ཬࡧ自主性がᥖࡆられ、これが法ேの業務㐠Ⴀの基本原๎である㸦➨3᮲）。

公ඹ性としては、法ேのタ❧ᅋయの㛗が㐩ᡂす࡭き業務㐠Ⴀに関する目ᶆ㸦௨ୗ「中ᮇ目ᶆ」とい

う）を定め、タ❧ᅋయのᨻ策意ᅗを཯ᫎする。これを受けて、法ேは中ᮇ目ᶆ㸦3ࠥ5年）を㐩ᡂす

るための計画㸦௨ୗ「中ᮇ計画」という）をసᡂし、タ❧ᅋయの㛗の認可を受けなけれࡤならない。

さらに、法ேは中ᮇ計画㸦3ࠥ5年）に基づき事業年ᗘの業務㐠Ⴀに関する計画㸦௨ୗ「年ᗘ計画」

という）を定め、タ❧ᅋయの㛗にᒆけ出る。中ᮇ目ᶆᮇ間にಀる事業報告書は法ேがసᡂし、タ❧

ᅋయの㛗にᥦ出する。ྛ年ᗘཬࡧ中ᮇ目ᶆᮇ間の事業ᐇ⦼の評価は外部評価ጤဨ会が行い、その評

価結果を法ேཬࡧタ❧ᅋయの㛗に通知する。タ❧ᅋయの㛗は、ྛ年ᗘの評価結果ཬࡧ中ᮇ目ᶆにಀ

る事業報告書・評価結果を㆟会に報告する。タ❧ᅋయの㛗は、中ᮇ目ᶆᮇ間⤊஢時に、法ேの⤌⧊・

業務全⯡にࢃたり見┤しを行う。すなࡕࢃ、Plan(中ᮇ計画)、Do(ᐇ行)、Check(評価)、Action(見

┤し、業務㐠Ⴀ࡬の཯ᫎ)のPDCAࢧイクルをᅇすことが、ᆅ⊂法で定まっている。 

㸦３㸧఍ィ࣭㈈ົ࣭㈈※ᥐ⨨࣭฼┈ࡢฎ⌮➼ 

法ேの会計は、原๎として௻業会計原๎により㸦➨33᮲）、㈈務ㅖ⾲等は、毎事業年ᗘ法ேがస

ᡂして、タ❧ᅋయの㛗がᢎ認する㸦➨34᮲）。タ❧ᅋయは法ேに対し、ᚲ要な金㢠の全部ཪは一部

に相ᙜする金㢠を交௜することができる㸦➨42᮲）。毎事業年ᗘの๫వ金は、タ❧ᅋయの㛗のᢎ認

を受けて、中ᮇ計画で定めた౑㏵に充てることが可能である㸦➨40᮲）。 

 

３㸬බタヨࡢᆅ⊂໬࡚࠸ࡘ࡟ 

 公タヨのᆅ⊂化の全యとしての現状と、ಶ別の特ᚩ等を明らかにした。 

㸦㸯㸧බタヨࡢᆅ⊂໬ࡢ⌧≧ 

 行㠉の流れ等から、2003 年ᆅ⊂法ไ定の๓ᚋから公タヨのᆅ⊂化の᳨ウが始まり、ḟ㡫の⾲㸯の

ように 2006 年ᆅ方⊂❧行ᨻ法ேᒾ手┴工業ᢏ⾡センターが特定ᆅ方⊂❧行ᨻ法ே㸦公務ဨᆺ）とし

て、ᆅ方⊂❧行ᨻ法ேᮾி㒔❧⏘業ᢏ⾡研究センターが一⯡ᆅ方⊂❧行ᨻ法ே㸦㠀公務ဨᆺ）とし

て、ึめてᆅ⊂化した。2012 年㸲᭶現ᅾ、全ᅜで 9 つの公タヨがᆅ⊂化しており、6 法ேが一⯡ᆅ

方⊂❧行ᨻ法ே㸦㠀公務ဨᆺ）、3 法ேが特定ᆅ方⊂❧行ᨻ法ே㸦公務ဨᆺ）である。 

ྛᆅ⊂化した公タヨの分㔝を見てࡳると、⏘業ᢏ⾡㸻工業とᤊえると、6 法ேが工業、ᆅ方⊂❧

行ᨻ法ே໭ᾏ㐨⥲合研究機構がᗈ範な⥲合的分㔝、ᆅ方⊂❧行ᨻ法ே㟷᳃┴⏘業ᢏ⾡センターが工

業と㎰ᯘ␆⏘Ỉ⏘の合య、ᆅ方⊂❧行ᨻ法ே大㜰ᗓ❧環境㎰ᯘỈ⏘⥲合研究ᡤが環境と㎰ᯘỈ⏘と

㣗ရ⏘業という༊分けである。 

ᆅ⊂化࡬のきっかけは、行㠉による流れ、行㠉と知事からの意向、知事のトップࢲウンの㸱タイ

プがある。 
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㻔2012ᖺ4᭶10᪥現ᅾ）

ἲ人名 タ❧時ᮇ 䝍イプ 分㔝（定Ḱより）

ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人໭ᾏ㐨❧⥲合◊✲ᶵᵓ 2010ᖺ4᭶ ୍⯡ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人（非බົဨᆺ） ㎰ᴗ、Ỉ⏘ᴗ、ᯘᴗ、ᕤᴗ、食ရ⏘ᴗ、環境、ᆅ㉁ཬびᘓ⠏

ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人㟷᳃┴⏘ᴗᢏ⾡セン䝍ー 2009ᖺ4᭶ ୍⯡ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人（非බົဨᆺ） ᕤᴗ、㎰ᯘ␆⏘ᴗ、Ỉ⏘ᴗཬび食ရຍᕤ

ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人ᒾ手┴ᕤᴗᢏ⾡セン䝍ー 2006ᖺ4᭶ ≉定ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人（බົဨᆺ） ᕤᴗᢏ⾡

ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人ᮾி㒔❧⏘ᴗᢏ⾡◊✲セン䝍ー 2006ᖺ4᭶ ୍⯡ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人（非බົဨᆺ） ⏘ᴗᢏ⾡

ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人大㜰ᗓ❧⏘ᴗᢏ⾡⥲合◊✲ᡤ 2012ᖺ4᭶ ୍⯡ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人（非බົဨᆺ） ⏘ᴗᢏ⾡

ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人大㜰ᗓ❧環境㎰ᯘỈ⏘⥲合◊✲ᡤ 2012ᖺ4᭶ ୍⯡ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人（非බົဨᆺ） 環境、㎰ᯘỈ⏘ᴗཬび食ရ⏘ᴗ

ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人大㜰ᕷ❧ᕤᴗ◊✲ᡤ 2008ᖺ4᭶ ୍⯡ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人（非බົဨᆺ） ᕤᴗ、ᕤᴗᢏ⾡

ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人㫽ྲྀ┴⏘ᴗᢏ⾡セン䝍ー 2007ᖺ4᭶ ≉定ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人（බົဨᆺ） ⏘ᴗᢏ⾡

ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人ᒣཱྀ┴⏘ᴗᢏ⾡セン䝍ー 2009ᖺ4᭶ ≉定ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人（බົဨᆺ） ⏘ᴗᢏ⾡

出඾䠖⥲ົ┬㼔㼠㼠㼜㻦㻛㻛㼣㼣㼣.㼟㼛㼡㼙㼡.㼓㼛.㼖㼜㻛㼙㼍㼕㼚㼋㼏㼛㼚㼠㼑㼚㼠㻛000120155.㼜㼐㼒、ྛἲ人の㻴㻼から⦅㞟

⾲１　ᆅ᪉⊂❧⾜ᨻἲ人බタヨのタ❧時ᮇ・䝍イプ・分㔝

 

㸦２㸧≉ᚩⓗࡳ⤌ࡾྲྀ࡞ 

 この㸯年間でのࣄアリング等から特ᚩ的なྲྀり⤌ࡳ等を⤂௓する 7。 

ձᆅ方⊂❧行ᨻ法ே໭ᾏ㐨❧⥲合研究機構 

 ᚑ来⏘業分㔝で主流だった One to One の௻業ᨭ᥼には㝈りがあるので、その機能をṧしつつ、分

㔝ᶓ᩿的な⥲合ຊを活かし、໭ᾏ㐨の発展にᐤ与する研究、౛えࡤ௜ຍ価್向上による㣗⏘業活性

化の᥎㐍等を行う。 

ղᆅ方⊂❧行ᨻ法ே㟷᳃┴⏘業ᢏ⾡センター 

 ㎰業系がᙉຊなᆅ域において、工業系公タヨのトップでඖẸ間௻業の研究者が理事㛗にᑵ௵して

いる。知事から、公タヨがᨭ᥼して㛤発したၟရは኎れるところまでᨭ᥼するように指♧が出され

ており、2011 年ᗘには㟷᳃㥐㏆くにそういったၟရの PR 㤋を┴ண⟬でᮇ間㝈定で㛤タしていた。

㎰業系を中心に 75㸣の研究ဨ・職ဨが┴からのὴ㐵で、25㸣がプロパーを㑅ᢥした。 

ճᆅ方⊂❧行ᨻ法ேᒾ手┴工業ᢏ⾡センター 

 ᆅ⊂化がᥦ♧されたᙜึⓙ཯対で、┴庁と 30 ᅇバトルをᡓࢃせ、知事࡬ 30 の課題を公タヨがᥦ

出したところ、知事は㸰ᅇ来ᡤして研究ဨとウ論し、研究ဨが㈶ᡂの方向に⮳った。ᆅ域௻業とඹ

同で研究㛤発を行い、ၟရ㛤発を行う場合には㈍㊰㛤ᣅまでの一環ᨭ᥼を行なっている。ᢏ⾡㛤発

ᨭ᥼等を行なったプロジ࢙クトは、⟶理法ேも行なっている。ᆅ⊂化ᚋ㸯年でのᆅ域௻業からの評

価は、「Ⰻかった」が 33㸣、「ᝏくなった」は 0㸣であった。 

մᆅ方⊂❧行ᨻ法ேᮾி㒔❧⏘業ᢏ⾡研究センター 

 意ᛮỴ定のスࣆードアップがᅗられた。ᆅ⊂化とセットで、本部をおྎ場࡬⛣㌿新タし、業務の

ᖜをᗈࡆることとし、㸵事業ᡤを㸳事業ᡤに集⣙し、本部㸦おྎ場）、多ᦶの建≀新タと機ჾ㢮࡬別

㏵Ⳙ大なண⟬が௜き、㛗年⪁ᮙ化していた機ჾ㢮を一新でき、ᚲ要な分㔝の研究ဨの⊂自᥇用が可

能となった。 

յᆅ方⊂❧行ᨻ法ே山ཱྀ┴⏘業ᢏ⾡センター 
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 ௻業のࢽーࢩ、ࢬーࢬ発᥀から事業化までを一㈏したプロジ࢙クト࣐ネジ࣓ントできるయไとし

て、⏘学公連ᦠ室を新タした。࢜ーࢲー࣓イドでの౫㢗ヨ験の受クを行うようになった。 

 

㸲㸬⪃ᐹ 

 。アリング結果等から、公タヨのᆅ⊂化における࣓リットとデ࣓リットを考察したࣄ 

㸦㸯㸧බタヨࡢᆅ⊂໬ࢺࢵ࣓ࣜࡿࡅ࠾࡟ 

࣓リットとしては、௨ୗのⅬが考えられる 8。 

・法ே化による意ᛮỴ定の㎿㏿化 

・ᰂ㌾なไᗘタ計 

・ᰂ㌾なண⟬㐠用 

  ༢年ᗘࡈとにண⟬の見┤しやࢩーリングはあるものの、中ᮇ計画ᮇ間一ᣓ交௜のため、年ᗘ

の⧞㉺や、集中配分などが可能になったこと。 

・職ဨの意識ᨵ㠉とࣔチ࣋ーࣙࢩン向上 

  ⇕心なྲྀり⤌ࡳが཰ධ増や外部資金⋓得につながったり、ೝ⣙して、୙足機ჾなどのᑟධに

あてられる等。 

・ᰂ㌾なேᮦ確保 

・外部資金⋓得増ຍや⟶理法ேのᐇ᪋ 

㸦２㸧බタヨࡢᆅ⊂໬ࢺࢵ࣓ࣜࢹ࡜ࢺࢵ࣓ࣜࡿࡅ࠾࡟ 

・௻業会計方ᘧの㈈務会計ࢩステ࣒等の発生にకうイࢩࢽャルコストの発生 

・௻業会計方ᘧの㈈務会計ࢩステ࣒等の⥔持にకうランࢽングコストの発生 

・事務㔞の増ຍ 

㸦３㸧බタヨࡢᆅ⊂໬࡚࠸ࡘ࡟ 

 ᆅ方公ඹᅋయの┤Ⴀとしてパ࢛ࣇー࣐ンスをあࡆている公タヨも」ᩘ見受けられ、公タヨのᆅ⊂

化が全てではない。しかし、公タヨの㐠Ⴀ環境がᝏ化している現ᅾにおいては、公タヨの⤌⧊㐠Ⴀ

の一つとして、ᆅ⊂化することはᆅ域⏘業の᣺⯆にᐤ与できるのではないかと考えられる。 
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